平成28年度 第２回長野市環境審議会　議事録
・日　時：平成28年９月27日（火）午前10時から正午まで

・場　所：長野市役所第一庁舎７階　第２委員会室
・出席者

委　員：大澤会長、高見澤副会長、伊藤（亜）委員、久保田委員、青木委員、井出委員、
小川委員、駒村委員、清水委員

　事務局：井上環境部長、田口環境政策課長、宮尾課長補佐、山岸課長補佐、

峯村地球温暖化対策室長、塚田廃棄物対策課長、瀧澤生活環境課長、馬場清掃センター所長、大葉衛生センター所長、鈴木係長、辻主査、酒井主査
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第二次長野市環境基本計画（本編）

１　開　会

　２　あいさつ

３　報告事項

平成27年度　マネジメントレビューについて

資料１について説明（事務局）

質疑なし

４　会議事項　第二次長野市環境基本計画後期計画について

ア　施策について

資料２について説明（事務局）

（Ａ委員）

ポリ塩化ビフェニル（以下ＰＣＢ）の処理について、専用の車両で特定の処理機関に運搬をしなければならず、処理にかかる費用については自己負担であり、中小企業にはこの負担は非常に大きすぎます。

そこで、行政としてこの現状をどれだけ把握し、また、処理にかかる費用の一部を支援するといったことも含めて、具体的な指導を行わないと、ＰＣＢの処理は進まないと思いますがいかがでしょうか。

（塚田廃棄物対策課長）

長野市では、毎年６月にＰＣＢ保有者からの報告をいただいて、数量の確認をしており、報告とは別にＰＣＢが微量に含まれる機器等の保有形態について、掘り起こしのためのアンケートによる調査も実施し、長野県と共同での、今後についての説明会も行っています。

また、中小企業対策として国がこれから打出してくる情報等につきましては、お知らせをするように考えています。

（Ｂ委員）

水環境について、県では水環境保全条例や、豊かな水資源保全条例がありますが、長野市ではこの様な条例の整備について、どの様に考えていますか。
（田口環境政策課長）

外国系資本による水源地の取得という話が一時期ありましたが、長野市においては事例がなく、公害防止条例の中で、他市町村の水源に関する保全条例と同じような内容を謳っていますので、現時点では条例化の必要はないという意見で、庁内関係課が一致しています。

イ　市民・事業所の取組指針について、ウ　施策の展開について

資料３、資料４について説明（事務局）

（Ａ委員）

基本目標２、「良好な生活環境の保全の、事業者の取組指針」について、「ＰＲＴＲ制度、ＭＳＤＳ制度を理解し、有害化学物質を適正に管理します。」とありますが、ＭＳＤＳ制度のＭＳＤＳという表記は、既にＳＤＳに変わっていますので、修正されたほうが良いと思います。
　　（酒井主査）

確認をいたしまして、修正をいたします。
（鈴木係長）

本日欠席の委員から、事前にご意見をいただいていますので、説明させていただきます。
後期計画の表現は、より具体的で解り易くなっています。
積極的で前向きな表現によって、当事者意識が高まりやすい表現になっています。
この２点を前提として、基本目標５の低炭素社会の実現の中で、テーマに地産地消という表現がありますが、自然エネルギーの例示が太陽光とペレット・地域産木材だけである部分に物足りなさを感じます、というご意見です。
また、太陽光発電に関連したメガソーラーにおいて、自然景観や森林伐採の観点から、設置場所のアセスメントについても言及するということについて、どうお考えですか、の２点のご意見をいただいています。
　　（峯村地球温暖化対策室長）

地産地消につきましては、再生可能エネルギーの中で、太陽光とペレットについて例示をしていますが、特にバイオマスの供給体制の整備、需要拡大の推進のための、間伐材等による木質ペレット等の生産・供給及び、地域のバイオマス資源の利活用を想定したもので、森林資源に恵まれている長野市は、温室効果ガスの削減効果に加え、地域にある資源を地域で使うことによって、経済面の効果も期待されます。
メガソーラーに関するアセスメントにつきましては、平成27年度９月に太陽光発電施設の設置に関するガイドラインを設けており、その中で、地面に直接架台を設置して乗せる種類の太陽光発電施設については、景観や土砂災害に対する心配の声があることから、50kw以上の施設の場合は、事前に市に届出た上で、隣接の住民に対する事前説明会の実施について定めています。
事前説明会において近隣住民の意見が出され、意見に応じることで不安や心配が解消されると考えておりまして、このガイドラインの運用と、今後の情勢の変化による内容の見直しを図りながら、太陽光発電施設の設置に関しての不安解消に努めてまいります。
第二次長野市環境基本計画後期計画の中では、普及・啓発の中に太陽光発電施設の適正な設置についても含んでいるとご理解をいただければと考えます。
（Ｃ委員）

最近土壌汚染が話題になっていますので、第二次長野市環境基本計画後期計画においても、有害化学物質を適切に管理しますというだけではなく、土壌汚染への対策等について、加えて欲しいと思います。
（宮尾課長補佐）

土壌汚染につきましては、土壌汚染対策法によって定められており、有害物質を扱っている、あるいは扱っていた事業所については、届出等をいただき、有害物質を処理することで土壌に出てしまったり、3,000㎡以上の土地の形質変更の際には届出をしていただくことで、法に基づいた手続きとして、代用しています。
（井上環境部長）

工場・事業所からの環境負荷の適正処理と改善の推進に、含まれると考えています。

（Ｃ委員）

土壌汚染の一言を加えるだけで、非常に具体的になると思いますが。
（井上部長）

土壌汚染につきましては、加える方向で考えます。

（Ｄ委員）

資料３の基本目標１の市民の取組指針の中に、「剪定枝の資源化に協力します」とありますが、具体的な例があれば教えていただきたいのですが。
（井上部長）

現状は、ご存知のとおりチップにして一部堆肥化、それからマルチング材としてブルーベリー等の下にまく形で、活用させていただいています。
　　（峯村室長）

また、さらなる有効利用や、資源化にかかるコスト削減を視野に入れ、バイオエタノール化について、今年度調査を行っているところです。
（高見澤副会長）

先ほど地産地消の話がありましたが、現在地方創生も含めて経営者側で考えているのは、地消地産です。

地域で消費するものを地域で作ろう、そうしないとお金は回りません、という１つの大きな動きがあり、様々な材料建材等を県外から持って来れば大量のCO2の排出が伴いますし、CO2を吸収させるという考えは確かに大切ですが、県産材を使用することでCO2を出さないようにするという考えも大きな視点であると考えます。
経済性を含む難しい問題ではありますが、解消をしていかないと、増えるものを減らせないということが１点、それから路上での喫煙対策について、表現としては非常に弱く感じますので、この審議会としても少し強く打ち出したほうが良いと考えます。

　　（峯村室長）

木材につきましては、適切な間伐を行うなどの適切な森林の保全があって、森林の育成を進めていくことで、始めてカーボンニュートラルと言いますかCO2が出ない取組になりますので、この点に留意しながら進めてまいります。

（井上部長）

ポイ捨てに関する表記の仕方につきまして、この審議会として「努めましょう」ではなく、「やめます・しません」という表現が必要だと感じましたので、そのように修正させていただきます。
（Ｂ委員）

基本目標６の６－２の部分で、現行計画では「環境教育や環境学習を推進する地域のリーダーやアドバイザー育成等の研修会に積極的に参加します」という表記が、後期計画では「環境教育や環境学習を推進するための研修会等に」と、リーダー・アドバイザーが今回削除されていますが、どのように変化したということでしょうか。
（鈴木係長）

現行計画では、自らがリーダー・アドバイザーになっていきますという部分に視点を置き、このような表記になっていましたが、リーダーやアドバイザーを目指す方も、そうでない方も、まずは幅広く研修会や、イベントであったり、様々な環境学習会に参加をする。

その先にはリーダーやアドバイザーになる方もいるかもしれません。
範囲を広げる形で、積極的に研修会等に参加をします、という意味合いで、このような表現にさせていただきました。
（Ｂ委員）

表現としは、弱くなった印象を受けます。
（井上部長）

ご指摘につきまして、検討いたします。
（Ｅ委員）

主要施策について、捉え方及び表記の仕方を変更した点について、非常に見やすく現行よりも解り易いと思います。
エ　指標・目標値について

資料５について説明（事務局）
（Ａ委員）

基本目標⑤の低炭素社会の実現の電力自給率について、長野市の全電力使用量が分母ですか

　　（峯村室長）

分母になるのは、夏のある一日ということになりますが、長野市の電力需要のピークを分母にいたしまして、長野市内の水力小水力ですとかバイオマス太陽光といった、再生可能エネルギーの発電設備容量の合計を分子にするものです。

（Ａ委員）

つまり、長野市の一般家庭や事業者を含めた電力のピークを分母にして、再生可能エネルギーがこれくらい今まかなえているということですか。

　　（峯村室長）

まかなえるという考え方を説明する場合、本来消費電力で比較をするのが一番ではありますが、実は県でも同様の指標を持っています。

県の場合は大きな水力発電所が中南信に複数ありますので、現状でも80％近い状態ですし、この資料中でもやはり、消費電力での自給率ではなく、発電設備容量での自給率であると説明をしていきたいと考えています。
（井上部長）

再生可能エネルギーをどのようにして目標を持って増やしていこうと言う観点で進めると、この数値に限らず、目標値として数値化するのは非常に苦しい部分が出てきます。
ただし、この場合分母が需要量というのが要点になります。
省エネで、できるだけ電力を使わない生活を、となれば分母が減少しますので、分子が変わらなくても自給率と表現している率が上がることになります。
まずはピーク時に対する容量の割合についての目標値をお示しし、このような考え方であるということを、コメントをきちんと入れることで、誤解の解消にも努めてまいります。
（Ｂ委員）

これは、長野市民全員に解って欲しいものだと思いますので、もう少し説明を増やして、一般の市民が読んで、解るような書き方にしたほうが良いと思います。

（Ｃ委員）

この中には東京電力の発電所等も含まれていると思いますが、東京電力の発電所であればすべて首都圏に電気が出ていきますので、これを含めてしまうと誤解を招く数値になってしまいますから、ひとつには、数字で内訳を示すか、さらに解りやすくするならば、水力発電を除くか、説明を付加するか、いずれかの方法が必要だと考えますがいかがでしょうか。

　　（峯村室長）

水力につきましては、ご指摘のとおり長野市内にある発電所として集計していますので、一部東京電力の水力発電所も含んでいます。
一方目標にしている60％を目指すという部分に関しては、市有施設にも導入を進めていますが、太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの導入をを、普及啓発によって市民や事業者の方に進めていただきたいところですし、目標の主たる部分でもあります。

（井上部長）

つまり、すでにある水力発電の数値はもちろん含まれていて60％に影響を与えるものではなく、それ以外の小水力やバイオマス等の数値を上げることで60％に持っていこうと言う目標です。
（Ｃ委員）

であれば、その項目だけ取り上げたほうが解り易いという気がしますので、水力発電の割合と県外首都圏に出て行く電力の割合を説明をつけて数字で東京電力等と区別をしたいですね。

（井上部長）

資料編に入れるか、詳細を書き込むような形にするか検討します。

オ　第５章　地域区分別の環境配慮指針について、カ第６章　計画の推進について

資料６、資料７について説明（事務局）
　

　質疑なし

（大澤会長）

審議事項は以上ですが、全体を通して何かあれば宜しくお願いします。
（Ｂ委員）

第二次長野市環境基本計画後期計画にはかなりの数の項目があるので、実行体制を強化していく必要があると思います。

その中で、環境学習は大きなウエイトを占めてくると思いますので、環境関係に取組んでいる様々な団体をとりまとめて学校の環境学習の支援に生かしていく、といった形はどうでしょうか。

（井上部長）

既に、ながの環境パートナーシップ会議という団体が、あります。
この中に10のプロジェクトがありまして、生ごみの関係であれば、子ども達に対して、堆肥でこんなものができるですとか、それぞれのプロジェクトが子ども達に対するアプローチを、実は行っています。
現状では、まだ学校現場に入っていくところまで至っていませんが、そこまで発展していければ望ましいと考えています。
（Ｂ委員）

現在国が生物多様性国家戦略を進めていますが、各地域あるいは自治体単位でも取組む動きがあります。
長野県でも生物多様性地域戦略というものを作っていますが、長野市でも、生物多様性地域戦略を策定するという考えについてはいかがでしょうか。

　　（山岸課長補佐）
長野市では、「大切にしたい長野市の自然」という、専門委員にご理解をいただいて冊子を作っています。
これは、環境省のレッドデータブックと合わせて絶滅危惧種を掲載しているものですが、今後どのように生かしていくかという部分が、戦略として今後検討するべき課題だと思っています。
（井上部長）

合併後で見直しを済ませた段階でありまして、これから戦略について構築していかなくてはと考えています。
（Ｂ委員）

生物多様性というキーワードで、単に生物の部分だけではなく、人とのかかわりを超えて、暮らしや自然とのかかわりといったことろまで大きく含まれてくるものだと思いますので、環境基本計画を進めていくにあたっても、大きな力になると思いますので、是非考えていただきたいと思います。
（Ｃ委員）

関連した事項で、現在庁舎内の各部署はとても連携ができているとは思いますが、一番連携を望みたいのは、教育委員会と環境関係の部署、たとえば戸隠の化石博物館には優秀なスタッフがいますが、意外と連携ができなていない形で、環境政策課の自然環境保全推進員のデータ等があっても、庁舎内の職員の手にはなかなか負えないところもある中で、化石博物館にはかなり優秀な方もいます。
環境関係の部署と、教育委員会との連携を本格的に進めていただければ、自然環境保全推進員のデータも有効に使えますし、学校教育との連携も非常に有効に使えると思いますので、連携について是非お願いしたいというのが私の要望です。
（井上部長）

今年の山の日に、教育委員会と連携をしまして、山の日制定記念ウォーキングと言うイベントを初めて開催いたしましたが、その提案自体が小学生の提案ということで非常に好評でしたが、やはり連携が必要というか、実感として非常に大切だと感じましたので、大切にしていきたいと思います。
（Ｆ委員）
意見より要望になると思いますが、これだけ膨大な細かい計画が立てられていて、とても大事なことだと思います。
ただ、審議会で審議をする時は、専門家や様々なことが詳しく解っている人が局所的に討議をしますので、いかに一般化するかと言うことが、非常に大事なところだと考えます。
詳しいことを解らない人が聞くと、これだけの計画を立ててもらったときに、まず第一段階としては、とにかく意識化を図ってもらう数値なのか、それとも意識化は図られているから具体的にどの方策に持っていくための数値なのか、分析を示していただいて、全体に広報と言うか、知らせてもらう・広げてもらうといった啓蒙活動をしていただくと、この数値が素直に入ってくると思います。
電力の話でも少し説明を加たり、これはこういうことでといったことがあると解り易いと感じますので、啓蒙の仕方や啓発の仕方、広げていく方法については、これだけ細かく具体的な良い数値が上がっていますので、もう少し工夫をしていただけると、良いと思います。
（井上部長）

基本計画そのものは、すべての人に配ることを想定してなかなか作れない部分があり、非常に解り易い発信の仕方が我々に不足している部分でもありますので、今のご意見をしっかり受け止めて、発信や表現の仕方を大事にしたいと思います。
５　その他

（委員）

意見なし

（事務局）

事務局からの連絡として、次回の環境審議会は平成28年11月４日（金）午前を予定している。

６　閉　会
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